
かずさ水道広域連合企業団公告 

 

制限付き一般競争入札（事後審査型）の実施について 

 

 制限付き一般競争入札（事後審査型）を次のとおり実施するので、地方自治法施

行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６の規定により公告する。 

 

  令和８年６月２６日 

 

     かずさ水道広域連合企業団 

          広域連合企業長 渡 辺 芳 邦 

 

１ 入札に付する事項 

（１） 工 事 名  十日市場浄水場薬品注入電気計装設備更新工事 

（２） 工事場所  木更津市十日市場５００番 

（３） 工事期限  令和１１年３月５日 

（４） 工  種  電気工事 

（５） 工事概要 

    本工事は、十日市場浄水場の薬品注入棟及び２系活性炭吸着槽に設置され 

ている薬品注入電気計装設備の更新を下記のとおり行うものである。 

                 記 

１ 電気計装設備工事 

（１）機器製作                 ・・・１式 

（２）既設機器改造               ・・・１式 

（３）既設機器等撤去及び撤去品処分       ・・・１式 

（４）製作機器等据付及び配線、配管工事     ・・・１式 

（５）試運転調整                ・・・１式 

（６） 予定価格及び調査基準価格 

  ① 予 定 価 格  事後公表 

  ② 調査基準価格  設定あり 



（７） 入札方法 

  ① 入札形態  電子入札 

  ② 入札回数  再度入札を含めて２回まで 

（８） その他 

    本工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法 

   律第１０４号）に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等 

   の実施が義務付けられた工事である。 

２ 入札参加者に必要な資格に関する事項 

本工事の入札に参加する者に必要な資格は、次のとおりである。 

（１） 公告日において、かずさ水道広域連合企業団入札参加資格者名簿（以下「資 

格者名簿」という。）に登載されている者のうち、登録区分「工事」「電気工 

事」の業種に登録されている者で、かずさ水道広域連合企業団建設工事請負 

業者等指名停止措置要領に基づく指名停止措置、又はかずさ水道広域連合企 

業団契約に係る暴力団対策措置要綱に基づく指名停止措置を、本工事の公告 

日から本工事の開札日までの間、受けていない者 

（２） 資格者名簿における「電気工事」の格付が「Ａ等級」で登載されている者 

（３） 国又は地方公共団体の発注した本工事と同種の工事（上水道における施設 

能力３０，０００㎥／日以上の浄水場において、ＰＡＣ、かせいソーダ、次 

亜塩素酸ナトリウム注入設備いずれかの電気設備の新設又は更新工事）を、 

過去１５年間（平成２３年４月１日から公告日まで）に、元請（単体）とし 

て施工した実績がある者 

（４） 本工事に係る設計業務委託等の受注者又は当該受注者と資本若しくは人的 

面において関連がある建設業者でないこと。 

  本工事に係る設計業務委託等の受注者 

  商号又は名称 内外エンジニアリング株式会社 

  所 在 地  京都府京都市南区久世中久世町一丁目１４１番地 

（５） 特定関係にある会社同士の入札参加制限基準（平成３１年かずさ水道広域

連合企業団告示第２４号。以下「入札参加制限基準」という。）に基づく資本

関係又は人的関係にない者 

ただし、入札参加制限基準に該当する場合は、その者のうち１者を除く全 



   てが入札を辞退したとき 

（６） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定のほ

か、次の各号に該当しない者 

① 手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者又は本

工事の開札日前６ヶ月以内に手形又は小切手を不渡りにした者 

② 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用を申請した者で、同法に

基づく裁判所からの更生手続開始決定がなされていない者 

③ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の適用を申請した者で、同法に

基づく裁判所からの再生手続開始決定がなされていない者 

３ 入札 

（１） 入札書の提出期間  令和８年７月２１日（火）午前９時から 

令和８年７月２２日（水）午後４時まで 

（午前０時から午前８時を除く。） 

（２） 入札書の提出方法 

① ちば電子調達システムの電子入札システム（以下「電子入札システム」と  

いう。）により、入札金額を入力すること。 

② 「入札金額積算内訳書」の電子ファイルを電子入札システムの添付機能を  

利用して添付すること。 

③ 入札金額と入札金額積算内訳書を電子入札システムにより提出すること。 

（３） 入札金額 

落札決定に当たっては、入札金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を 

加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、単価契約の場合を除き、 

その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費 

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積 

もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額（税抜き金額）を入力す 

ること。 

（４） 入札金額積算内訳書 

① 入札に際しては、指定様式により入札金額積算内訳書を作成すること。 

② 入札金額積算内訳書は、工事費内訳書としての内容を備えているものと 

し、工事費積算に必要な項目別に数量、単価、金額等の内訳を明示するこ 



と。 

③ 入札金額積算内訳書は、参考資料として提出を求めるものであるが、提 

出しない場合には、入札を無効とする。 

４ 開札 

（１） 開札の日時  令和８年７月２３日（木）午前９時２０分から 

（２） 開札の場所  かずさ水道広域連合企業団 本庁舎 

５ 入札の執行 

入札参加者が１者である場合においても入札を執行するものとする。 

６ 入札参加の申請 

入札参加を希望する者は、入札参加申請書等を次のとおり提出しなければなら  

ない。 

（１） 入札参加申請の期限  令和８年７月１４日（火）午後４時まで 

（午前０時から午前８時までを除く。） 

（２） 入札参加申請の方法 

入札参加を希望する場合は、入札参加申請書（別記第４号様式）に必要事  

項を入力した電子ファイルを、電子入札システムの添付機能を利用して添付  

し、電子入札システムにより申請を行うこと。なお、該当する場合は特定関  

係調書も併せて添付すること。 

７ システム障害等 

（１） 電子入札システムに障害等やむを得ない事情が生じた場合は、入開札日時  

を変更し、又は紙入札へ移行する場合がある。 

（２） 入札参加者において、システム障害その他電子入札システムによる入札参  

加が困難な場合は、かずさ水道広域連合企業団電子調達システム運用基準３．  

５「電子入札案件に紙入札業者として参加する場合」に定めるとおりとする。 

８ 契約条項等を示す日時及び場所 

（１） 設計図書等の縦覧 

本工事に係る契約書案、入札約款、設計書、図面及び仕様書（以下「設計

図書等」という。）の縦覧を次のとおり行う。 

①  縦覧期間  令和８年６月２６日から令和８年７月２２日まで 

② 縦覧場所  設計図書等をかずさ水道広域連合企業団ホームページ及び 



ちば電子調達システムの入札情報サービス（以下「入札情報 

サービス」という。）において公表する。 

③ 縦覧方法  入札情報サービスにより閲覧するものとする。ただし、契約 

書（案）及び入札約款は、かずさ水道広域連合企業団ホームペ 

ージにより閲覧するものとする。また、当該案件の現場説明会 

は実施しない。 

（２） 設計図書等の貸出 

システム障害等により、設計図書等の縦覧が困難な入札参加者に、設計図

書等をＣＤ－Ｒにより貸与するので、縦覧期間中(土曜日、日曜日及び祝日

を除く。）に借用書（別記第６号様式）を持参又は郵送すること。ただし、

郵送の場合は、返信用封筒（宛名記入の上、所要額の切手貼付のこと）を同

封すること。なお、当該ＣＤ－Ｒは、開札日までに返却するものとする。 

（３） 設計図書等に対する質問 

設計図書等に対する質問がある場合は、次により経理課長あてに指定の様 

式でメール又はファクシミリにより提出すること。 

①  提出期限  令和８年７月１４日（火）午後５時まで 

②  提 出 先  かずさ水道広域連合企業団 経理課 契約班 

③  回答日時  令和８年７月１６日（木）午後５時まで  

④ 回答方法  入札情報サービス又は書面において公表する。 

９ 入札保証金  免除 

10 契約保証金 

かずさ水道広域連合企業団財務規程第１４０条の規定によるものとする。 

11 契約代金の支払条件 

（１） 前 金 払  有（各会計年度の出来高予定額の４０％以内） 

（２） 中間前金払  有（各会計年度の出来高予定額の２０％以内） 

（３） 部 分 払  有（出来形部分に相応する請負代金相当額の１０分の９ 

以内） 

12 落札候補者の決定方法 

（１） 開札後、落札決定を保留したうえで、予定価格の範囲内（最低制限価格を 

設けた場合は、予定価格及び最低制限価格の範囲内）で、最低の価格で入札



した者を落札候補者とする。 

（２） 落札候補者となるべき同価格の入札をした者が２者以上あるときは、く 

じ引きにより落札候補者及び次順位以降の者を決定する。 

13 入札参加資格の確認 

落札候補者は、入札参加資格確認申請書（別記第８号様式）及び資格確認資料

（以下「資格確認申請書類」という。）を次のとおり提出し、入札参加資格の確認

を受けなければならない。 

なお、落札候補者が期限までに資格確認申請書類を提出しない場合には、入札

を無効とする。 

（１） 提出期限  落札候補者決定の通知日から３日以内の午後５時まで 

（郵送の場合は、期限までに到着のこと。） 

（２） 提出場所  木更津市潮見二丁目８番地 

かずさ水道広域連合企業団 経理課 契約班 

（３） 提出方法  電子入札システム、持参又は郵送による 

電子入札システムによる提出の場合は、電子入札システ 

ムの添付機能を利用して資格確認申請書類を添付のうえ申 

請を行うこと。 

（４） 提出書類 

① 入札参加資格確認申請書（別記第８号様式） 

② 同種工事の施工実績調書（別紙２－１） 

③ 同種工事の契約書かがみ及び関係部分の仕様書等の写し 

14 落札者の決定 

（１） 資格確認申請書類に基づき、落札候補者の審査を行い、入札参加資格があ 

   ると認めた場合は、保留通知書に記載されている資格確認申請書類提出期限 

の翌日から３日以内に落札者を決定し文書で通知する。 

（２） 落札候補者が、前号の審査の結果、入札参加資格がないと認められた場合 

は、次順位の者を順次落札候補者として審査を行い、入札参加資格があると 

認められた者を落札者とする。 

（３） 審査の結果、入札参加資格がないと認めた場合は、その旨を別記第 11 号 

様式により通知する。 



（４） 入札参加資格がないと認められた者は、当該通知の日から３日以内に書面 

をもって、経理課長にその理由について説明を求めることができる。 

（５） 回答は、説明を求められた日から３日以内に書面で行う。 

15 調査基準価格を下回る入札が行われた場合 

  調査基準価格を下回る入札が行われた場合は、「１２ 落札候補者の決定方法」、

「１３ 入札参加資格の確認」及び「１４ 落札者の決定」にかかわらず、次の

とおり落札者を決定する。また、調査基準価格を下回る価格をもって入札をした

者（以下「低価格入札者」という。）は、予定価格の範囲内で最低の入札金額であ

っても、必ずしも落札者とならない場合がある。 

（１） 第１順位者が低価格入札者の場合は、落札者の決定を保留とし、調査実施 

のうえ後日決定する。 

（２） 低価格入札者は、低入札価格調査における事情聴取等に協力するものとす 

る。 

 なお、事情聴取等に協力しない者の入札は無効とする。 

（３） 低価格入札者は、開札をした日の翌日から起算して５日以内（この期間 

に日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号） 

に規定する休日及び年末年始の休日（以下「休日」という。）が含まれる場合 

は、その休日の日数は、この期間に算入しない。）に、経理課長から指示され 

た書類を作成し提出する。 

    なお、第１順位者でなくとも提出し、規定の期限までに提出しない低価格 

入札者の入札は無効とする。 

（４） 低価格入札者との契約に係る契約の保証の額は、請負代金額の１０分の３ 

以上とする。 

（５） 低価格入札者との契約に係る前払金は、請負代金額の１０分の２以内とす 

る。 

（６） 低価格入札者との契約において、当該者が過去２年以内に竣工したかずさ

水道広域連合企業団発注の工事等に関し次のいずれかの要件に該当する場合

は、配置技術者を１名増員する。 

① ６５点未満の工事成績評定を受けている者 

② 発注者から工事完成検査等において補修（軽微な手直し等を除く。）の必要

があると認められた場合若しくは工事目的物の全部又は一部引き渡し後、契



約不適合（引き渡された工事目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適

合しないもの。）に起因し工事請負契約書に基づく補修（軽微な手直し等を除

く。）又は代替物の引渡しによる履行の追完請求、代金減額請求又は損害賠償

を請求された者 

③ 品質管理等に関し、指名停止を受けた者 

④ 自らに起因して工期を大幅に遅延させた者 

（７） その他、かずさ水道広域連合企業団建設工事等低入札価格調査実施要領に 

記載のとおりとする。 

16 その他 

（１） 入札参加者は、本公告、関係規程及び設計図書等を熟読すること。 

（２） 入札参加申請に関する説明会は実施しない。 

（３） 入札参加申請を行った後、入札を希望しない場合には、辞退することがで

きるので、開札日の前日までに電子入札システム上又は入札約款に定める入

札辞退届を郵送又は持参により提出すること。 

（４） 提出された資格確認資料のみでは資格を判断できないときは、説明を求め

る場合がある。 

（５） 提出された資格確認資料は返却しない。なお、当該資料を公表し、また無

断で使用することはしない。 

（６） 本公告に記載した工事期限は、事情により変更する場合がある。 

（７） 本工事に係る入札は、共同企業体を対象としない。 

（８） 入札参加希望者が営業停止処分を受けた場合は、営業停止期間中は、入札

参加申請、説明会への参加、入札等の営業活動ができない。 

（９） この公告に定めるもののほか、入札に関する事項については、かずさ水道

広域連合企業団制限付き一般競争入札実施要領、かずさ水道広域連合企業団

電子入札約款等、関係規程による。 

（10） 本公告に定められている申請書等は、かずさ水道広域連合企業団ホームペ

ージからダウンロードすること。 

（11） 本案件は、ゼロ債務負担行為を活用した工事であるため、令和８年度にお

ける出来高予定額は０円である。 

17 問い合わせ先 

〒２９２－０８３４ 



木更津市潮見二丁目８番地 

かずさ水道広域連合企業団 経理課 契約班 

電話 ０４３８（３８）４９０９ 

F A X ０４３８（２５）１６２４ 

U R L かずさ水道広域連合企業団ホームページ 

http://www.kazusa-kouiki.jp 

ちば電子調達システム 入札情報サービス 

https://www.chiba-ep-bis.supercals.jp/portalPublic/LPC0P10L_INIT_Action.do 

電子入札システム 

https://www.chiba-ep-bis.supercals.jp/portalPublic/ 


